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基本手当の主要指標の推移
（初回受給者数・平均受給日数・平均受給日額・総支給額）

初回受給者数（人） 平均受給日数 平均受給日額 総支給額（千円）

Ｈ１１年度 2,167,715 154.8日 5,949円 1,995,836,360 

Ｈ１２年度 2,099,963 152.8日 5,899円 1,892,908,616 

Ｈ１３年度 2,375,228 144.3日 5,876円 2,013,622,077 

Ｈ１４年度 2,312,366 140.0日 5,988円 1,938,180,010 

Ｈ１５年度 1,990,245 129.2日 5,632円 1,448,076,575 

Ｈ１６年度 1,790,799 115.1日 5,093円 1,049,981,999 

Ｈ１７年度 1,704,781 110.4日 4,984円 937,658,984 

Ｈ１８年度 1,606,197 108.1日 4,939円 857,117,299 

Ｈ１９年度 1,567,895 107.3日 4,925円 828,780,196 

Ｈ２０年度 1,816,338 99.4日 4,925円 888,746,888 

Ｈ２１年度 2,073,468 125.9日 4,920円 1,283,925,680 

Ｈ２２年度 1,648,311 120.2日 4,835円 957,667,542 

Ｈ２３年度 1,643,403 114.7日 4,783円 901,669,522 

H２４年度 1,545,961 111.0日 4,851円 832,629,496
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基本手当に係る主な制度変遷について

平成１２年改正以前
平成１２年改正

（平成１３年４月施行）
平成１５年改正
（同年５月施行）

改正の趣旨

・中高年層を中心に倒産、解雇
等により離職した者への求職
者給付の重点化

・短時間就労者等の適用要件の
見直しに伴う日額改定

・通常労働者とパートタイム労
働者の給付内容の一本化

・壮年層の給付日数の改善
・基本手当日額と再就職時賃金

の逆転現象の解消

法定賃金日額

※（）内は短時間労働被
保険者

・下限：３,９６０円
（２９７０）

・上限：１３,５６０～
１８,０８０円

・下限：４,２９０円
（２,１５０）

・上限：１４,７２０～
１９,６２０円

・下限：２,１４０円
・上限：１３,１６０～

１６,０８０円

給付率

※（）内は６０歳以上

６０（５０）～８０％ 同 左 ５０（４５）～８０％

所定給付日数 ９０～３００日

・特定受給資格者：
９０～３３０日

・特定受給資格者以外：
９０～１８０日

・特定受給資格者：
９０～３３０日

・特定受給資格者以外：
９０～１５０日

○ 平成１２年・平成１５年改正で所定給付日数等を見直し
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（参考１）平成１２年改正前後の所定給付日数の変遷
※ 上段が改正後、下段（）内が改正前

○一般被保険者（短時間労働被保険者以外）

Ａ特定受給資格者

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 120   [30] 180

-
(90) (90) (90) (180)

30歳以上45歳未満
90 90 180 210 240   [30]

(90) (90) (180) (210) (210)

45歳以上60歳未満
90 180 240   [30] 270  [30] 330  [30]

(90) (180) (210) (240) (300)

60歳以上65歳未満
90 150 [△90] 180 [△120] 210 [△90] 240 [△60]

(90) (240) (300) (300) (300)

Ｂ特定受給資格者以外

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 120   [30] 150 [△30]

-
(90) (90) (90) (180)

30歳以上45歳未満
90 90 120 [△60] 150 [△60] 180 [△30]

(90) (90) (180) (210) (210)

45歳以上60歳未満
90 90 [△90] 120 [△90] 150 [△90] 180 [△120]

(90) (180) (210) (240) (300)

60歳以上65歳未満
90 90 [△150] 120 [△180] 150 [△150] 180 [△120]

(90) (240) (300) (300) (300)
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（参考２）平成１５年改正前後の所定給付日数の変遷
※ 上段が改正後、下段（）内が改正前

○一般被保険者（短時間労働被保険者以外）

Ａ特定受給資格者

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 120 180

-
(90) (90) (120) (180)

30歳以上35歳未満
90 90 180 210 240

(90) (90) (180) (210) (240)

35歳以上45歳未満
90 90 180 240 [30] 270 [30]

(90) (90) (180) (210) (240)

45歳以上60歳未満
90 180 240 270 330

(90) (180) (240) (270) (330)

60歳以上65歳未満
90 150 180 210 240

(90) (150) (180) (210) (240)

Ｂ特定受給資格者以外

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30]

-
(90) (90) (120) (150)

30歳以上35歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)

35歳以上45歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)

45歳以上60歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)

60歳以上65歳未満
90 90 90 [△30] 120 [△30] 150 [△30]

(90) (90) (120) (150) (180)



基本手当受給者の再就職時期に関する検証

○平成１２年及び平成１５年改正で所定給付日数等を増減したことによる就職
時期への影響を見るため、以下の方法で検証
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○ 就職者を１００として、待期期間中、給付制限期間中、受給期間中、支給終了後
の各期間における就職割合を、過去１０年間の年度ごとに比較。

○ 併せて、法改正前後の年度について（平成１２年と平成１４年、平成１４年と平
成１６年）、所定給付日数ごとに就職者を並べ（９０日、１２０日・・・）、所定
給付日数ごとの支給終了までの就職割合を比較。

○ 法定賃金日額・給付率の削減については、法改正前後の年度について（平成１２
年と平成１４年、平成１４年と平成１６年）、削減があったグループの支給終了ま
での就職割合を比較。



基本手当受給者の再就職状況
（Ｈ１１～２０年度）

○ おおむね５割前後の者が支給終了までに就職している。
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31.1%
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28.6%

28.9%

29.2%

30.1%

32.6%

8.3%

8.4%

9.0%

9.1%

9.7%

9.9%

9.9%

10.1%

10.2%

10.3%

4.4%

4.5%

4.9%

4.7%

5.0%

5.1%

5.3%

5.4%

5.6%

5.4%

3.3%

3.3%

3.6%

3.6%

3.8%

3.9%

3.9%

4.0%

4.1%

4.1%

6.7%

6.6%

7.4%

7.3%

7.4%

7.4%

7.5%

7.5%

7.5%

8.3%

7.2%

6.8%

7.9%

7.8%

7.6%

7.5%

7.4%

7.1%

6.8%

8.9%

20.0%

19.9%

20.7%

19.0%

17.1%

15.6%

14.0%

12.4%

12.0%

12.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

待期期間中 給付制限中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内 1年超

（注１）平成11～20年度の各年度に受給資格決定をした者について、平成24年7月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合

支給終了までに就職



特定受給資格者の再就職状況
（Ｈ１１～２０年度）
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7.2%

7.8%

7.6%

7.6%

7.5%

7.5%

7.5%

7.5%

8.1%

7.9%

7.5%

8.1%

8.0%

7.6%

7.3%

7.2%

6.9%

6.5%

8.7%

22.0%

22.2%

21.4%

18.1%

15.5%

13.6%

12.0%

10.5%

10.1%

10.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

待期期間中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内 1年超

（注１）平成11～20年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者（平成11,12年度はみなし）について、平成24年7月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合

支給終了までに就職



特定受給資格者以外の者の再就職状況
（Ｈ１１～２０年度）
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7.6%

8.4%

6.7%

6.4%

7.7%

7.7%
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9.0%
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19.5%

17.7%

16.2%

14.6%

13.0%

12.6%

14.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

待期期間中 給付制限中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内 1年超

（注１）平成11～20年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者以外の者（就職が困難な者を除く。）について、平成24年7月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合

支給終了までに就職
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16.5%

19.1%

20.4%

20.8%

21.8%

21.4%

16.0%

39.9%

38.8%

37.2%

38.4%

35.1%

33.9%

33.6%

33.3%

34.2%

37.4%

10.4%

10.4%

11.3%

11.3%

11.7%

11.7%

11.6%

11.5%

11.6%

11.8%

5.5%

5.6%

6.2%

5.8%

6.0%

6.1%

6.1%

6.2%

6.3%

6.2%

4.1%

4.2%

4.6%

4.5%

4.5%

4.6%

4.6%

4.6%

4.7%

4.7%

8.3%

8.2%

9.3%

9.0%

9.0%

8.8%

8.7%

8.5%

8.6%

9.5%

9.0%

8.5%

9.9%

9.6%

9.2%

8.8%

8.5%

8.1%

7.7%

10.2%
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平成20年度

待期期間中 給付制限中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内

（注１）平成11～20年度の各年度に受給資格決定をした者について、平成24年7月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合
（注３）支給終了後1年超経過して就職した者を除く。

支給終了までに就職
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（参考１）支給終了後１年超経過して就職した者を除いた基
本手当受給者の再就職状況（Ｈ１１～２０年度）

○ おおむね６割前後の者が支給終了までに就職している。
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12.7%

13.1%

12.8%

13.2%

12.9%
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成11年度

平成12年度

平成13年度
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平成19年度

平成20年度

待期期間中 受給中 支給終了後

1ヶ月以内
2ヶ月以内 3ヶ月以内 6ヶ月以内 1年以内

（注１）平成11～20年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者（平成11,12年度はみなし）について、平成24年7月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合
（注３）支給終了後1年超経過して就職した者を除く。

支給終了までに就職
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（参考２）支給終了後１年超経過して就職した者を除いた特
定受給資格者の再就職状況（Ｈ１１～２０年度）
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（注１）平成11～20年度の各年度に受給資格決定をした特定受給資格者以外の者（就職が困難な者を除く。）について、平成24年7月末時点の就職状況を特別に調査したもの。
（注２）就職者を100とした場合の各期間の就職割合
（注３）支給終了後1年超経過して就職した者を除く。

支給終了までに就職

11

（参考３）支給終了後１年超経過して就職した者を除いた特
定受給資格者以外の者の再就職状況（Ｈ１１～２０年度）



所定給付日数終了までに就職した基本手当受給者の割合
（所定給付日数別）
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９０ １２０ １５０ １８０ ２１０ ２４０ ２７０ ３００ ３３０ 平均

Ｈ12年度
（母数（人））

４７．０％
(857,422)

ー ー
５２．2％
(216,706)

５４．８％
(210,206)

５６．４％
(81,734)

ー
５６．３％
(143,399)

ー ５0．2％

Ｈ14年度
（母数（人））

４７．６％
(824,394)

４７．７％
(239,052)

４８．３％
(139,571)

４７．２％
(180,987)

５３．０％
(68,556)

５４．１％
(49,764)

５０．８％
(44,295)

５８．５％
(41)

５２．９％
（91,034）

４８．４％

Ｈ16年度
（母数（人））

４９．７％
(960,409)

４８．９％
(137,010)

４６．８％
(77,513)

５３．２％
(68,999)

５８．７％
(14,091)

５９．０％
(46,538)

５７．８％
(34,279)

ー
６１．５％
(42,119)

５０．６％



13

９０ １２０ １５０ １８０ ２１０ ２４０ ２７０ ３００ ３３０ 平均

Ｈ12年度
（母数（人））

３３．１％
(261,116)

ー ー
４７．６％
(96,176)

５１．８％
(98,003)

５４．９％
(49,318)

ー
５５．３％
(100,433)

ー ４３．９％

Ｈ14年度
（母数（人））

３６．７％
(167,433)

４０．３％
(31,099)

５７．０％
(5,379)

４９．３％
(97,258)

５３．０％
(68,556)

５４．１％
(49,764)

５０．８％
(44,295)

５８．５％
(41)

５２．９％
(91,034)

４６．７％

Ｈ16年度
（母数（人））

４０．３％
(116,321)

４６．８％
(14,595)

６１．４％
(3,390)

５３．２％
(68,999)

５８．７％
(14,091)

５９．０％
(46,538)

５７．８％
(34,279)

ー
６１．５％
(42,119)

５１．５％

所定給付日数終了までに就職した特定受給資格者の割合
（所定給付日数別）
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９０ １２０ １５０ １８０ ２１０ ２４０ ２７０ ３００ ３３０ 平均

Ｈ12年度
（母数（人））

５３．１％
(596,306)

ー ー
５５．９％
(120,530)

５７．４％
(112,203)

５８．６％
(32,416)

ー
５８．８％
(42,966)

ー ５４．５％

Ｈ14年度
（母数（人））

５０．４％
(656,961)

４８．８％
(207,953)

４８．０％
(134,192)

４４．８％
(83,729)

ー ー ー ー ー ４９．３％

Ｈ16年度
（母数（人））

５１．０％
(844,088)

４９．１％
(122,415)

４６．２％
(74,123)

ー ー ー ー ー ー ５０．５％

所定給付日数終了までに就職した特定受給資格者
以外の者の割合（所定給付日数別）



支給終了までに就職した者の割合
（法定賃金日額・給付率の変化による影響）

Ｈ１２年度 Ｈ１４年度 就職率の差 備考

短時間労働被保険者・
賃金日額２,５００円未満

３８．０％ ４６．７％ ８．７％

① 平成１２年改正による影響
（短時間労働被保険者賃金日額下限：２,９７０→２,１５０円）

② 平成１５年改正による影響
(一般被保険者賃金日額下限：４,２９０→２,１４０円、給付率下限６０(５０)→５０(４５)％）

Ｈ１４年度 Ｈ１６年度 就職率の差 備考

一般被保険者・
平均賃金３,５００円未満

４０．７％ ４６．２％ ５．５％

６０歳未満・
賃金日額１２,５００円以上

４９．７％ ５５．０％ ５．３％ ※給付率５０％となる額：
１２,２２０円

６０～６４歳・
賃金日額１１,５００円以上

４２．３％ ４１．７％ ー０．６％ ※給付率４５％となる額：
１０,９５０円

○ 法定賃金日額・給付率の変化による低下は、ほぼ見られない。
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まとめ及び論点

○ 基本手当支給終了までに就職した者の割合（就職率）は、若干
の経済情勢による変動はあるものの、過去10年間おおむね５割
前後で推移している。

○ H12年度・Ｈ14年度・Ｈ16年度の所定給付日数別に就職率を
比べると、おおむね５割前後で一定している。ただし、特定受給
資格者（うち所定給付日数90～120日）については、就職率が４
割前後となっている。

○ また、法定賃金日額・給付率の減による就職率の低下はほぼ見
られない。

○ これらの検証結果を踏まえ、
① 就職までの生活の安定を図るという基本手当の趣旨
② 所定給付日数等が就職行動に与える影響
の点からどう考えるか。

16



参考
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現在の雇用情勢 ～一部に厳しさが見られるものの、緩やかに持ち直している。～

18

○ 完全失業率は、４月は ４．１％。
○ 有効求人倍率は、４月は０．８９倍と前月より０．０３ポイント改善。
○ ハローワークを訪る事業主都合離職者（新規求職者数）は、前年同月比３．１％の減少。
○ 日銀短観の雇用人員判断（「過剰」-「不足」）について、３月の雇用過剰感は弱まっている。

（１２月→３月 全産業：０→ -１ ※直近のピークは２００９年３月の +２３）
○ ３月の雇用保険の受給者数は前年同月比０．１％増の５２．６万人

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

（％）（倍）

完全失業率

過去最高 5.5％
14年6月、8月、15年4月、21

年7月

25年4月の有効求人倍率
0.89倍

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
※シャドー部分は景気後退期。

(注)平成23年3月～8月の完全失業率、完全失業者数は岩手県、宮城県及び福島県の推計結果と同３県を除く全国の結果を加算することにより算出した補完推計値であり、また、9月以降は一部調
査区を除いた全国の調査結果であるため、単純比較はできない。

25年4月の完全失業率4.1％
完全失業者数 271万人
（原数値では291万人）

有効求人倍率(左目盛）

完全失業率(右目盛）

完全失業者数
過去最高 368万人

(谷)H11.1(山)H9.5 (山)H12.11 (谷)H14.1

有効求人倍率
直近のピーク
18年7月

完全失業率
直近のボトム
19年7月

有効求人倍率

過去最低 0.42倍
21年8月

(谷)H21.3

完全失業率

過去最高 5.5％
14年6月、8月、15年4月、21

年7月

(山)H20.2



日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

制度名 失業給付 連邦・州失業保険 拠出制求職者手当
（JSA）

失業給付Ⅰ
(ArbeitslosengeldⅠ)

雇用復帰支援手当
（ARE）

被保険者

全雇用者
(65歳以上の者
及び公務員は
適用除外)

暦年の各四半期にお
ける賃金の支払総額
が1,500ドル以上、
又は1人以上の労働
者を暦年で20週以上
雇用する事業主

原則18歳以上、
年金受給年齢(※)

未満のイギリス
居住者
(但し16歳及び17歳の者に
ついては例外がある)

(※)男性65歳、
女性60歳

65歳未満の者 民間の賃金労働者

受給要件

<基本手当>
・離職前2年間に12
か月以上の被保険
者期間があること
(倒産・解雇等で、
離職を余儀なくさ
れた受給資格者等
については、離職
前1年間に6か月
以上必要)

・公共職業安定所
で求職の申込みを
行い、積極的な就
労意思及び能力が
あるにも関わらず、
就業できない状態
であること

※自己都合による離職
の場合、原則3か月間
の給付制限がかかる。

・州毎に異なるが、一
般的には事業主都合
で解雇され、求職中
の就労が可能な失業
者
（懲戒解雇者や自発的
離職者(セクハラや本

人の病気、配偶者の転
勤に伴う転居は除く)

は対象とならない。)

・主な要件
(1)離職前に、一定の
雇用期間及び一定額
以上の所得があるこ
と

(2)求職、再就職の能
力、意思があること

(3)解雇又は就職拒否
に関する欠格事由に
該当しないこと

(1)就業していないこ
と、又は収入のある
仕事に週平均16時
間以上従事していな
いこと

(2)就労する能力を
持つ上、積極的に求
職活動をしており、
直ちに就職し得るこ
と

(3)過去2年間のうち
１年間、被用者とし
て国民保険料を納付
していること

(4)パーソナル・アド
バイザーと求職者協
定を締結し、2週間
に一度ジョブセン
ター・プラスに来所
すること

(5)現在フルタイムの
教育を受けていない
こと

(1)就業していないこ
と、又は雇用されて
いる場合は就労時間
が週15時間未満であ
ること

（後者は、いわゆる
「短時間勤務給付」）

(2)求職活動を行い、
職業紹介に応じうる
状態であること

(3)離職前2年間にお
いて通算12か月以上
保険料を納付してい
ること

(4)公共職業安定所に
失業登録をしている
こと

(5)65歳未満であるこ
と

(1)失業保険に一定期間加入
・50歳未満：

離職直前28か月間で122日
（610時間）以上

・50歳以上：
離職直前36か月間で122日
（610時間）以上

(2)正当な理由なく自己都合退職
(辞職)した者ではないこと

(3)就労活動に必要な身体能力が
あること

(4)雇用局（Pôle emploi）に求職
者として登録されていること

(5)求職活動を、実際に、かつ継
続的に行っていること
(再就職活動の指針となる、
｢個別就職計画(PPAE：Projet
Personnalisé d'Accès à l' 
Emploi)｣に従って行う)

(6)原則、60歳未満であること

諸外国の失業保険制度 ～ 被保険者・受給要件 ～
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日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

制度名 失業給付 連邦・州失業保険 拠出制求職者手当
（JSA）

失業給付Ⅰ
(ArbeitslosengeldⅠ)

雇用復帰支援手当
（ARE）

給付水準

離職前賃金の50
～80％

※1 低賃金ほど率
が高い

※2 60歳以上65歳
未満の者は、45
～80％

州毎に異なるが、
概ね課税前所得
(平均週給)の50％

16～24歳：
週56.25ポンド

25歳以上：
週71.00ポンド

(2012年10月現在)

従前の手取賃金(法

律上の控除額を差し
引いた前職の賃金)
の67％

(扶養する子がない
者は60％)

給付額(日額)は離職前の賃金
(月額)及び勤務形態(フルタイ
ム、パートタイム等)に基づい
て算定。フルタイム労働者の
場合、以下のいずれかによる。

・1144ユーロ未満：
支給額は、離職前賃金の75％

・1144～1253ユーロ未満：
支給額は、28.21ユーロの定額

・1253～2070ユーロ未満：
支給額は、離職前賃金の40.4％＋

11.57ユーロ
・2070～12124ユーロ未満：

支給額は、離職前賃金の57.4％
※支給額は日額
※離職前賃金は月額÷30日

(2012年7月現在)

給付期間

年齢, 被保険者期間, 
離職の理由等により, 
90日～360日の間
で決められる。
（解雇や倒産等によ
り離職した者、及び
雇止め等により離職
した者については、
一般の離職者に比べ
手厚い給付日数とな
る場合がある。）

最短期間は、州毎に
異なり1週間から。最
長期間は、26週間。

※失業情勢が一定水
準以上悪化し、延長
給付プログラムが発
動した州では、最長
59週。

最長182日(26週)

失業前3年間に, 被保
険期間が
・12か月：給付6か月
・16か月：給付8か月
・20か月：給付10か月
・24か月：給付12か月
・30か月で50歳以上：
給付15か月

・36か月で55歳以上：
給付18か月

・48か月で58歳以上：
給付24か月

・50歳未満：
4か月（122日）
～24か月（730日）

・50歳以上：
4か月（122日）
～36か月（1,095日）

・60歳以上
満額老齢年金を拠出期間不

足で受給できない者は、最長
65歳まで受給可能

諸外国の失業保険制度 ～ 給付水準・給付期間 ～
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日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

制度名 失業給付 連邦・州失業保険 拠出制求職者手当
（JSA）

失業給付Ⅰ
(ArbeitslosengeldⅠ)

雇用復帰支援手当
（ARE）

財源
（注）

＜保険料＞

一般事業の場合、
当該労働者の賃金
総額の1000分の
13.5
被用者:

1000分の5
事業主:

1000分の8.5(※)

(※)このうち、失業給付
分は1000分の5、雇用
安定・能力開発事業
分が1000分の3.5

（2013年4月現在）

＜国庫負担＞

給付総額の13.75％
を国庫負担（2007

年度からの暫定措
置。本則は25％）、
残りが保険料

連邦失業税と州失
業税の二つからな
り、双方の財源を
事業主が負担(3つ
の州を除き、被用
者負担はない)

①連邦失業税率

年間支払賃金
額の6.0％

（2011年6月30日以降）

②州失業税率

州毎に異なる。

※連邦、州双方の税金
を期日までに一括で支
払えば、連邦失業率は
5.4ポイント減額され、
0.6％となる。

＜保険料＞

賃金の25.8％

被用者:12.0％
事業主:13.8％

（注）失業者や就労困難
者向けの拠出制手当、
公的年金等を含む単一
の社会保険制度の保険
料である

(2011年)

＜国庫負担＞

原則なし

＜保険料＞

賃金の3.0％
(労使折半)

(2011年)

＜国庫負担＞

一定額（※）を連邦政府
が負担。（社会法典第

３編第363条第１項）

※2010年以降、連邦負担は
税率の変動に沿って変わ
る

＜保険料＞

保険料は総賃金の
6.4％

被用者:2.4％
事業主:4.0％

（2009年）

＜国庫負担＞

財源の98.9％は、被用
者及び雇用主の拠出金

（2007年）

諸外国の失業保険制度 ～ 財源 ～

（注）イギリス、ドイツ、フランスについては、雇用保険制度のほか、政府の一般財源によって運営される失業扶助制度がある。
資料出所：『データブック国際労働比較2013』（労働政策研究・研修機構）
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